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Ⅰ は じ め に

筆者は先に『現代中小企業の自律化と競争戦
1

略』において，下請企業が自立型下請企

業，さらには自律型下請企業へと発展する道筋を示した。本稿では，姫路市の機械金属

関連業種の中小企業を取り上げ，下請企業から自立型下請企業を経て自律型下請企業へ

と発展した軌跡を同社の沿革を振り返りながら，主にハーシュマンの exit-voice アプロ

ーチを用いて実証分析を行う。また，当該企業はグローバル化が進化した今日において

も国内での操業にこだわっているが，それらこだわりの経営戦略についても沿革やモリ

スのビジネスモデル分析等を用いて明らかとする。

Ⅱ 自律型下請企業の理論的考察

1．中小企業の分類と自律型下請企業

筆者の言う「自律型下請企業」とは，下請企業から自立型下請企業を経て，あるいは

自立型下請を経ずに直接自律型下請企業に到達した企業のことをいう。詳しくは前掲の

拙著を参照願いたいが，その概要を記すと以下のとおりである。

中小企業は大きく独立型中小企業と受注生産型中小企業に分けられ，受注生産型中小

企業はさらに狭義の下請企業，自立型下請企業，自律型下請企業に分けられる（第 1

図）。広辞苑によれば，「自立」とは他の援助や支配を受けず自分の力で身を立てるこ

と，ひとりだち，とあり，英語では“independence”がこれに相当する。一方，「自律」

とは自分で自分の行為を規制すること，外部からの制御から脱して，自身の立てた規範

に従って行動することで，“autonomy”が相当する。
────────────
１ 池田［2012］。

８８（ 958 ）



独立型

受注生産型
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自立型下請（対等ではない取引関係）

狭義の下請（対等ではない取引関係）

（取引先に応じて選択）

自律型下請（対等な取引関係）

わが国が高度経済成長を遂げる以前において，多くの下請企業は「支配・従属」とい

う言葉が示すように親企業に隷属しており，「対等ではない取引」関係にあった。した

がって，下請企業の経営者は親企業との関係性構築云々よりも，とにかくこうした状態

からの脱却を図りたいと考えるところが出てくるが，これは「自立」に相当する。その

後，高度経済成長を経てグローバル化の深化や様々な領域での技術進歩，インターネッ

トの普及を経験するなかで，下請企業においても経営資源を蓄えるところが増加した。

それらの中にはそこしかできない革新的技術を保有するところも出てきたが，あえて受

注生産型中小企業にとどまることを選択し，親企業からの介入を自発的に受け入れるこ

とや，特定親企業からの「退出能力」を高めながらも退出しないなど，親企業との関係

性の中で「自律」した企業も見られるようになっ
2

た。

2．Exit-Voice アプローチから見た下請企業

この自立と自律を Hirschman の exit（退出）と voice（告発）をもとに解釈してみよ

う。Hirschman は，顧客に販売されるアウトプットを生産する企業を前提に，顧客のい

く人かが特定企業の製品を購入するのをやめたり，あるいは，成員のいく人かが特定組

織を退去したりすることを退出オプション（exit）と定義した。次に，企業の顧客や組

織の成員が，経営者に対して，あるいはその経営者を管轄している何らかの別の権威筋

に対して，あるいは耳を傾けてくれるなにがしかの人に呼び掛ける一般的な抗議をつう

じて，その不満を直接に表明することを告発オプション（voice）と定義し
3

た。

Hirschman の議論は，
4

Helperによって日米の自動車産業におけるマニュファクチャラ

ー（アセンブラー）と部品サプライヤー間の取引関係の研究に応用され，佐竹隆幸が紹

介している。佐竹はまず，Hirschman の exit と voice において，exit は市場における現

在の取引をやめ，価格・品質などで自ら望む条件を提示する他の主体と取引することか

ら「市場取引」，voice は取引主体間で取引の内容や条件について話し合い，不満点につ

いて協力して問題の解決を図ろうとするものであるから「長期継続的取引」に相当する

────────────
２ これについては，拙著［2012］の第 3章で取り上げた O 精機がこれに該当する。
３ Hirschman, A. O.［1970］（邦訳 p.4）。
４ Helper, S.［1990］。

第 1図 中小企業の分類

資料：筆者作成。
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とし
5

た。次に，Helper の議論をもとに，マニュファクチャラー（アッセンブラー）で

ある元請大企業とサプライヤーである下請企業との間で，機会主義的な行動をとること

によるデメリットを克服するためには，有機的連関性を有した企業間関係の形成が重要

となるが，これには当事者間の「信頼」が必要であるとする。信頼の形成により，長期

継続的取引関係を維持し，利益を上げていくことが可能となるとし，こうした大企業と

中小企業間関係は相互依存関係（＝利害の共通化）となるとしてい
6

る。

マーケティング研究の分野では，高嶋克義が Hirschman の議論を次のように適用し

ている。マーケティング理論はマーケティング論と，関係性マーケティング論に大別で

き，前者は exit ベースの理論として分析・決定・実施や計画・管理というプロセスを

決定する理論であるのに対し，後者は voice ベースの理論として顧客の voice に基づい

た相互依存的なマーケティング行動の理論であるとす
7

る。すなわち，exit ベースのマー

ケティング論では，売り手と買い手との情報交換が市場をはさんで限定的にしか行われ

ないことを想定するが，それは，消費財などで一般的に見られる状況であり，消費者が

多数存在して，しかも所在や購買を事前に特定できないために，消費者の需要情報は，

市場調査や観察によっても限定的にしか入手できない。また，市場取引における利害の

対立があるために，互いに機会主義的な行動をとり，双方の情報収集が不十分なものと

なる。一方，voice ベースのマーティング論では，特定顧客との相互作用が存在するこ

とが最初から想定されているため，情報収集は顧客から直接的に，しかも頻繁に収集さ

れることになる。その場合，exit ベースのように事前に市場情報を収集・分析したうえ

で計画を立てて実施するというプロセスにはならず，顧客との対話を通じて行動を逐次

的に修正するプロセスが展開されることになる，とす
8

る。

こうして Hirschman の唱えた exit と voice アプローチは，それぞれの学問分野にお

いて展開され発展していく。ただし，Hirschman は組織間関係や個人と組織との関係な

ど幅広い領域を想定していたこともあり，それぞれの学問領域に持ち返った時に，ま

た，それぞれ学問領域の研究者がこの理論を応用して何らかの問題を分析しようとした

時に，研究者の問題意識の相違とも相まって適用の仕方に違いがみられる。たとえば，

上で見た中小企業研究では親企業と下請企業との関係にこの理論を応用しようとしてい

るが，親企業と下請企業との間にはこれまで強い上下関係（主従関係）や力の差がある

ことを前提に分析しているのに対し，マーケティング研究では企業と顧客との“関係性

────────────
５ 佐竹［2008］pp.142−143。
６ 佐竹［2008］pp.148−149。なお，ここでの信頼は，マニュファクチャラー（アセンブラー）である企業
の側からすれば技術面・納期面・価格面を中心とした信頼であり，サプライヤーである中小企業の側か
らすると，下請再編成や内製化を抑止してくれるという信頼である，としている。

７ 高嶋［2006］。
８ 高嶋［2006］。
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構築”の視点を重視している。これは，どちらが主，どちらが従といった意味ではない

という意味での対等な二者（dyad）の関係を見るものであり，少なくともこれまでの中

小企業研究者が重視，あるいは問題としてきたような上下関係の視点ではない。

その意味で，Helper の exit や voice はアセンブラーとサプライヤーの取引関係を見

たものだが，アセンブラーからの視点で議論が組み立てられているところに特徴があ

る。すなわち，我々が第 1図で示したように，受注生産型中小企業における狭義の下請

企業の場合，親企業と下請企業との関係性は，まさに親企業が当該下請企業に対して取

引をやめる（exit）か，何らかの要求をしながら（voice）も取引を続けるか，親企業側

に取引継続を巡っての判断がゆだねられ，親企業側から見た理論展開がされているので

ある。

一方，本稿では下請企業が親企業からの従属状態からの脱出を図る自立型下請企業

や，あえて受注生産型中小企業にとどまることを選択し，親企業からの介入を自発的に

受け入れたり，特定親企業からの退出能力を高めながらも退出しないなど，親企業との

関係性の中で自律型下請企業の存在を明らかとした。すなわち，自立型下請企業や自律

型下請企業では，当該受注生産型中小企業が技術力を高めるなどして親企業に対する価

格交渉力を有したことで，下請企業側に交渉力が移ることから，下請企業側から議論を

展開するのが妥当である。そこで以下では，exit-voice アプローチを下請企業側からも

適応する（第 2図）。また，自立型下請企業，特に自律型下請企業の場合は親企業と対

等な関係にあることから，マーケティング研究で採用されている“関係性”を用語とし

て用いる。

まず，狭義の下請企業は，特定親企業との取引が中心であるが，そこでは Helper の

voice 理論がそのまま適用され，長期継続的取引の下で親企業の求める技能（関係特殊

的技
9

能）形成が図られる。これを下請企業側から見ると，親企業の方ではるかに技術力

────────────
９ 関係特殊的技能については，浅沼［1989］，［1990］を参照。

第 2図 exit と voice による自立型下請企業と自律型下請企業

資料：筆者作成。
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が高く，関係特殊的技能の形成に励んだ方が得策と判断したり，売上確保の面でも魅力

的であるなど，下請企業にとって特定親企業との取引関係を維持した方が得策との判断

が働く。一方，それほど高い技術力を有さず，また，特色もなく他社との差別化が図ら

れていない下請企業には，親企業から exit がちらつかされる。親企業から exit がちら

つかされているような場合でも，下請企業自身は取引を継続したいと考えている。

上記の状態から脱出した企業が自立型下請企業と自律型下請企業ということになる。

両者ともに受注生産型中小企業であるから親企業が存在し，そこには親企業と当該下請

企業との間に何らかの関係性が形成される。そこでの関係性は，親企業から見た時に，

それまで親企業からの voice の“一方的受け手”であった下請企業の立場が大きく変化

したことに特徴がある。すなわち，狭義の下請企業の時は，親企業側から発せられる

voice に対し，下請企業側は受容するしか選択肢はなかったが，技術力などを背景に自

立化するようになると，すべての voice を受容するのではなく，一種の“拒否権”のよ

うなものが生まれ，その拒否権を背景にして今度は親企業との間で新たな関係性を構築

しようとする。これが下請企業側から見た関係性であ
10

る。その度合いを「下請企業側か

ら見た関係性度」と呼ぶことにするが，その度合いは現状の技術力，将来の企業設計を

どのように考えているかなどによって異なる（第 3図）。

すなわち，親企業側が下請企業に関係特殊的技能の形成を希望するなど，下請企業の

QCD に関わる何らかの指図（voice）をしたと想定したときに，下請企業側から見たと

きの親企業に対する関係性度の低い企業が存在する。この場合，次の 2つのタイプが想

定される。1つは，下請企業側の技術力がかなりの程度高く，親企業からの voice に対

して exit で対抗しようとするもので，これが自立型下請企業に相当する。もうひとつ

────────────
１０ 「関係性」という用語の用い方に関して，マーケティング研究（高嶋）では，企業と顧客との相互依存

的な関係性がある場合に voice を適用していた。ここでは，下請企業と親企業との取引関係を下請企業
側から見たときに，技術力を背景に親企業に対して何か言える状態になった時に，関係性の高いものを
voice，低いものを exit として両方を含めて考えている。

第 3図 下請企業から見た親企業に対する関係性度と技術力によ
る受注生産型中小企業のタイプ分け

資料：筆者作成。
注：「狭義の下請企業」には技術力の高い企業もあるが，自立型下請企業，
自律型下請企業との相対的な位置関係からこのセルに入れている。
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は，下請企業側からの技術力がそれほど高くないにも関わらず，親企業からの voice に

対し，同様に exit で対応しようとする。これには創業間もない企業などが該当すると

考えられる。

一方，親企業側からの voice に対し，受け手の下請企業の中には自社の現状の技術力

などを勘案しながら，将来の自社の技術力向上に大きく貢献すると考えると，そうした

圧力的 voice に対しても前向きに受容する企業が出てくる。そして，前向きに受容する

なかで自社の技術力を高め，最後には価格決定権を掌中にし，親企業と対等の取引がで

きる企業が誕生する。そして，それら企業は技術力を背景に親企業に対しても積極的に

良好な関係性（voice）を構築し，自らの QCD 改善に向けた取組だけでなく，親企業に

対するデザイン・インなど技術的な提案や，自らの部品が使われることを通じて親企業

の製品の品質改善やコストダウン等にも寄与するような積極的貢献活動が行われる。こ

れは，これまでの我々の議論の中では自律型下請企業に相当する。

ここで，これまでの議論を整理しよう。中小企業は大きくは独立型中小企業と受注生

産型中小企業に分けられるが，受注生産型中小企業はさらに狭義の下請企業，自立型下

請企業，自律型下請企業に分けられる（前掲 第 1図）。自立型下請企業では取引先と

の関係はいまだ「対等でない」取引関係だが，自律型下請企業になれば「対等」な取引

関係となる。ただし，現実の受注生産型中小企業の取引を見ると，複数の取引先を持つ

ことが多いが，その場合，取引先に応じて自立型と自律型とを使い分けをしており，ひ

とつの企業の中で両方の取引関係が混在していることに注意が必要である。

3．自立型下請企業から自律型下請企業への発展経路

こうして，下請企業（第 1図中の狭義の下請）は自立型下請，自律型受注生産企業，

さらには独立型中小企業への発展経路を手に入れることができるが，その様子を見たの

が第 4図である。たとえば，自立型下請企業はそれまで下請企業だった企業が技術力を

高め，価格交渉力を有したことを描いている。ただし，どの程度の価格交渉力を有する

かは，当該企業が保有する技術がオンリーワンであるかなど希少性の有無や，模倣され

にくさなど技術力の程度によると考えられる。したがって，図では価格交渉力の軸に強

・弱が記されており，また，自立のレベルには幅があることを想定してやや広めの楕円

で示している。実際，複数の製品を保有している企業においては，製品によって価格交

渉力のレベルが異なる。また，同じ製品であっても，取引相手，時期によって価格交渉

力のレベルが異なり一様ではない。実際にどの程度の価格交渉力を有するかは，後述す

るビジネスモデル分析で示される「企業固有の戦略」や「ルール」の内容とその組み合

わせ，修正アクション・マトリクスの内容や程度によって異なり一様ではない。

自律型下請企業は自立型下請企業よりも高次として位置づけていることから，別次元

自律型下請企業の経営戦略（池田） （ 963 ）９３



で捉えている。自律型下請企業は高い技術力を有しているものの，独立型中小企業の道

を選択せず，親企業に対して価格決定権を有しながら対等な取引を行っている。3次元

で記したことからもわかるように，自立型下請企業から自律型下請企業へは単線的な関

係にはなく，経営者の選択に依っている。

また，破線で記したように，自社製品を持つ「独立型中小企業」への発展経路もあ

る。この場合も，完全に「独立型」に移行する企業もあるが，むしろ実態は受注生産の

部分も残しながらの形態が多い。

以下では，以上で示した理論モデルをサワダ精密株式会社を例に実証分析を行う。

Ⅲ サワダ精密の沿革と現状

サワダ精密株式会社（姫路市）は 2012年現在，株式会社組織となって 25期目を迎え

た。以下では，同社社長とのヒアリングの内容や「経営指針書」をもとに，同社の沿革

をたどりながらどのようにして自立化や自律化の道を歩みだしたのかを見よう。

同社の経営指針書によれば，創業から今日までを大きく「営みの時代」「いばらの道」

「経営スタイル確立の道」「成長軌道へ乗れるか」「“Touch the billion”スタート」と 5

区分されている。本稿でもその時期区分に倣いながら沿革を見る。

第 4図 下請企業から自立型下請企業，自律型下請企業への発展経路

資料：筆者作成
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1．現在までの沿革

①営みの時代（1984年～88年）

同社の創業は 1984年である。創業前，澤田氏は市内の鉄工所に勤務していたが，氏

自身はいわゆる技術者として採用されたわけではなく，工程管理や外注担当などをして

いた。当時は NC 工作機械が出始めた頃だが，澤田氏の勧めもあってその鉄工所でも

NC 工作機械を導入することとなった。澤田氏自身が進言者ということもあり，その機

械の取扱方法をマスターし，他の従業員にも教えることが求められた。そこで氏は工作

機械メーカーの講習を受けマスターした。こうして，NC 工作機械を導入した鉄工所

は，その後の売上を伸ばしたが，このときの NC 工作機械の取扱ノウハウを学んだこ

とが，その後独立した時に役立つことになる。

この鉄工所には都合 6年間勤務するが，独立のきっかけは鉄工所社長とのやり取りに

あった。この鉄工所は九州からも受注するなど手広く仕事をしていたが，顧客への納期

がしばしば遅れることがあり，顧客からは組織として機能していないこと，ルールが定

められていないこと，誰が責任者かわからないこと，現場の人皆が社長感覚で，仕事が

できた時が納期になっていることなど，凡そ会社組織としての体をなしていないことの

指摘を受けた。これらクレームを社長に伝えたところ，指摘内容は理解できるものの対

応はできないことを告げられ，鉄工所の将来に疑問を持ったことが独立の契機になった

という。

36歳の時に独立を果たすが，澤田氏自身は汎用工作機械を扱うような技能者的ノウ

ハウは持ち合わせていなかったことから，それら能力がなくても扱えるということで，

新品の MC 工作機械を購入して開業した。MC 工作機械は 1500万円したが，リースで

導入している。84年の独立当時は個人創業で，妻だけが社員であった。仕事は穴あけ

やねじ立てなど頼まれればなんでも加工するが，決まった取引先から注文が入るわけで

はなく「拾い仕事」であった。創業時，小さな倉庫を借りて操業していたが，運転資金

の必要から取引先の工具屋の口利きでいくつか銀行を紹介してもらったが，どこも門前

払いであった。市中銀行が相手にしてくれなかったため当時の国民金融公庫に頼み込

み，2度目にして漸く借りることができたという。

操業後，半年ほど経て信用金庫の営業マンが仕事場である倉庫の前を偶然通りかかっ

た。地域金融機関である信用金庫は法律で営業範囲が決められているが，営業マンがエ

リア内を巡回していたときに，今まで閉まっていた倉庫で何やら音がするので覗いてみ

たという。そこから，2台目の MC 工作機械導入の話が持ち上がる。当時のサワダ精密

の業績はそれほど良いわけではなかったが，今まで相手にされなかった銀行から融資の

話が舞い込んだことで受けることにしたという。実際に導入したのは創業して 3年目だ

が，「石の上にも 3年」という諺があるように，3年ほど操業してはじめて社会に企業
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としての存在が認められ，“信用”が得られることを実感したという。こうして付き合

いの始まった信用金庫はのちに同社のメインバンクとなる。

この頃の同社の仕事は上述のように機械部品の加工が主で，溶接されたものに対する

穴あけ，加工面のはつりなど，工作機械での段取り替えに時間がかかる面倒な作業の割

には加工時間が少ないことから単価が安く，他社が嫌う内容の仕事が多かった。88年

に汎用フライス盤を導入したが，これは，MC 工作機械にかける前段階の加工のために

導入したもので，これを導入することで生産効率が上がると判断したためである。徐々

に売上も上がっていたので，その借金に耐えられる程度の設備投資として導入した。

従業員を採用したのもこの時期である。もともと取引先メーカーの社員だったが，同

社に営業で出入りしているうちに MC 工作機械を使った仕事に興味を覚え，従業員と

して雇ってほしいということで採用に至ったという。

また，86年に同社では初めてとなる口座開
11

設を機械メーカー N 社にしてもらい，N

社の正式な下請として取引が始まった。このほか，正規従業員を雇用したことで，社会

保険に入る必要が出てきたことから，1988年に株式会社化している。

②いばらの道（1989年～96年）

この間のわが国経済は，バブルの絶頂期から崩壊を迎え，その後しばらく景気後退が

続いた時期である。同社の売上は 91年に 1億円を超え 95年には 2億円も突破するな

ど，ある程度順調に伸びていたが，利益はほとんど上がっていない状況で，同社ではこ

の時期を「いばらの道」と称している。これには，機械加工の業界の特徴として，どん

な設備を保有しているかで仕事が依頼されることが多いため，この時期に立て続けに立

型 MC や CNC 旋盤，横型 MC を複数台導入したことがある。しかし，計画的な導入

ではなかったため，利益が上がらない構造になっていた。

92年に兵庫県中小企業家同友会に入会するが，この時，同友会メンバーの企業と比

較して「このままでは負ける」という印象を強く持った。そこから同友会の例会や行事

に積極的に参加するようになり，様々な企業経営者からそれぞれの経営にまつわる話や

外部講師の研修会等から企業経営について学び，同社の企業力の向上につなげていった

という。

この時期は同社にとっていばらの道の時代ではあったが，現在の同社の重要取引先で

ある三菱電機との口座を開設した時期でもある。この時の口座開設をめぐっては次のエ

ピソードがある。

ある時，N 社の運転手が同社に品物を取りに来たとき，その運転手に愚痴をこぼし

────────────
１１ 企業間で取引するときに，取引先相手が信用できるかを例えば直近 3年間の決算書や取引実績などを参

考に判断する。信用できる相手と判断されたときに口座が開設されるが，開設してもらえないと継続的
な取引ができない。
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たことがきっかけである。当時の N 社は多くの仕事を抱えていたが，下請となったサ

ワダ精密にはあまり多くの発注をしなかった。NC フライス盤しかないような競争相手

に MC 工作機向きの仕事を発注しているのを愚痴ったところ，運転手は三菱電機（姫

路製作所）が発注先を探していることを小耳に挟んでおり，そこの部長に頼みに行くと

よいとアドバイスしてくれたのである。数日後に部長に電話したところ，同社の保有し

ている機械や測定器，ツールなどを聞かれた後，2日後に図面や材料を車に積んで同社

に訪れ，納期を指定されて取引が始まった。ただし，この時の取引は，三菱電機側にサ

ワダ精密の口座がないため，N 社の口座を使っての取引であった。その後，三菱電機

との取引は 2年続くが，担当部長の異動により注文がパタッと来なくなった。

半年たっても電話 1本かかってこなくなったため，少し面識のあった課長に会いに行

くと，事務所に出入りすることを許可され，課長自身は仕事の紹介しないが，社長自身

がスタッフを捉まえて仕事を取ってください，と言われた。三菱電機の社内は，当然の

ことながら外部の人が課内を自由に出入りできるわけではなく，カウンターで仕切られ

ており，スタッフには回覧板でサワダ精密の来訪があることが知らされるだけであっ

た。週 1, 2回三菱電機を訪れるが，外部の人が立ち入りを許される席に座って誰かが

声をかけてくれるのを待つだけの日々が 3か月程続いた。3か月が経って誰も声を掛け

てくれなかったことから課長に泣きを入れたが取り合ってはもらえず，そうした訪問が

半年ほど続いたそのとき，座っている席の横に図面を持った人が現れた。こんなもので

きますか，という質問だったが，即座にできる旨を回答し，5日ほどで納入したとい

う。それからは，その担当者を頼りに三菱電機に通うようになり，そうこうしているう

ちにほかの人からも仕事が来るようになったという。

三菱電機での当該部署は，生産現場で機械のメンテナンスをしながら必要な補充部品

を作っている部署で，必要な部品は購買を通さずに同社に発注していた。その後，課長

も異動となり新しい課長が着任したが，口座がない取引先となぜ取引をしているのかを

問題視される恐れがあることから，ゴルフや食事など接待をしながらご機嫌をとってい

たという。ある日，その課長から口座のことを言われ，これまでの三菱電機からの仕事

量などを勘案し，口座開設に向けて社内に働きかけてくれたという。

その結果，92年に晴れて三菱電機に口座が開設されることとなった。これにより，

今まで三菱電機の当該部署だけしか営業できなかったのがどこの部署にも営業できるよ

うになり，また，三菱電機の方から他の部署も紹介してくれるようになった。

91年には工作機械が 5台，社員が 5, 6人ほどの規模となっていたが，社員の入れ替

わりが激しく，入社してはすぐに辞める状態が続いていた。この頃のわが国経済は，バ

ブルが崩壊して景気が低迷していたが，サワダ精密では利益は出ないものの売上は伸び

ていた。これは，客先に恵まれだしたからで，先の三菱電機のほかに複数の大手企業に
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口座が開設されたことによる。このほか，生産性が上がらないことに悩んでいた同社

は，96年に旋盤と MC が一体となった複合機を導入する。これは，工作機械メーカー

の展示場に展示してあったものを社長が直感でほれ込み，その展示機を購入したのであ

る。この機械を導入したことが結果的に次の期に大きく飛躍することとなった。

③経営スタイル確立への道（97年～2004年）

社長の思惑が当たったかっこうで，その複合機が三菱電機からの部品の試作量産に活

用されることとなった。それまで加工に 4工程かかっていたものが 2工程で済むように

なり，当時の三菱電機にもその機械を保有していなかったことから後述の部品加工が全

量，同社に発注されることとなった。それにより，売上も前年の 2億 6千万円ほどから

一気に 4億 4千万円ほどとなり，設備投資にかかった費用も 1年で回収された。

三菱電機との関係が強まったのもこの頃である。当時，三菱電機では三菱自動車で使

われる GDI エンジンの開発に関わっていたが，その開発が前倒しされることとなり，

夜中の 10時頃に会議に呼ばれることもあったという。GDI エンジンの立ち上げ期は，

同社の売上増加とともに利益も伸長し，社員も昼夜を問わず猛烈に働いた。三菱電機側

も同社の対応を評価していたが，2年後に量産が軌道に乗ると，GDI 関係の同社への発

注が全くゼロになったという。その一方，これまで他社に発注されていたモノが同社に

発注されるようになり，売上はそれまでより 1億円ほど減少したが，利益は下がらなか

った。

こうした状態が 3年ほど続いた頃，社長自身の会社経営の中身に対する関心が高まっ

ていった。すなわち，これまでは売上向上だけを追い求めていたが，中身の充実を図る

ように舵を切った。会社の基盤を作るために，会社規模を大きくすることに注力してき

たが，ある程度の売上が確保できるようになり，強い会社作りを目指すことにしたので

ある。これと合わせ，これまで機械加工を専門にしてきたが，98年に機械設計部門を

開設する。しかし，設計ができる人材がいなかったため，三菱電機に 2名の人材を預

け，教育してもらいながら開始した。都合 6年間出向することになるが，最後の 2年間

でようやく三菱電機の社員と同等レベルの設計ができるようになったことから出向を解

き，そこでの仕事をサワダ精密でやるようになった。

この時期にも複数の大手企業に口座を開設してもらったが，のちに，三菱電機と並び

同社の重要顧客の一つとなる三菱重工に口座が開設されたのもこの時期である。この時

期はまた，会社経営の方法がようやく確立した時期でもある。これまでの売上一辺倒の

時代から継続して利益を出せる体質ができた時代で，そうなると銀行との交渉にも変化

が生じた。それまでは，銀行から一方的に出される融資条件をのまざるを得なかった

が，その条件なら他行と取引をすることを迫るといったことや，変動金利ではなく固定

金利での取引を要求するなど，銀行に対して強い交渉力を有するようになっていった。
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また，会社を経営していて利益を出せる体質が定着したことで，納税することは企業と

しての当然の義務だということが腑に落ちたと言う。さらに，設備投資のために減価償

却をしているが，それ以上に設備投資をしないと企業として発展しないということで，

毎年実行するようにしている。こうした成果の象徴として，2004年に「ひょうご経営

革新賞」を受賞している。なお，この時期の同社は 20人規模の会社となっている。

④成長軌道へ乗れるか（05年～09年）

2005年以降の売上は 6億円を突破するようになり，08年には同社にとってこれまで

の最高である 8億円を突破した。しかし，翌年にはリーマンショックの影響で 5億円台

まで減少している。05年は第 2工場が稼働し，ワイヤー放電加工機や研磨機，5軸加工

機などを揃え，精密加工にシフトした時代でもある。

この頃の同社の取引の姿勢は，取引相手にもメリットがないとビジネスとして続かな

い，サステナブルにならないというものである。このため，同じような仕事であればサ

ワダ精密にと言われるために，顧客が気づかないような点にまで気配りすることや，顧

客に対する提案により品質向上を図っている。社長によると，顧客は常に同社をはじめ

とした取引先のことを見ており，会社の生産能力以上の仕事はこないという。実力をつ

ければそれなりに仕事が来ることを，これまでの経験から肌感覚で掴んでいる。

06年度に同社は「IT 100撰」企業に選ばれる。IT 100撰とは，関西系の中堅・中小

企業で IT を活用して優れた業績をあげている企業を表彰する制度である。その表彰企

業の中に，サワダ精密と同程度の規模の機械金属加工企業でありながら，夜間や土日に

無人操業しているところがあった。従業員とともに工場見学をさせてもらったところ，

その鍵となる仕組みが CAM であることがわかった。これまでのサワダ精密の機械加工

の方法は，顧客からの製品図面をもとに，機械加工を担当している従業員 1人ひとりが

MC など工作機械にプログラムを打ち込み仕上げる方法を採用していた。機械加工を担

当する従業員全員がプログラムを打ち込めるということが同社にとっての大きな強みで

あったが，機械 1台に対し 1人の従業員が必要でもあった。しかし，見学先の企業はサ

ワダ精密とは真逆の機械加工の方法を採用していた。すなわち，加工データを CAM に

入力すれば，あとは CAM とつながった工作機械が仕上げてくれるので，CAM の先に

複数の工作機械を設置できるほか，入社したての人やパートの人でも作業ができるので

ある。見学先の企業にシステムの外販を求めたが断られたため，サワダ精密でも独自に

このシステムを構築することとなる。

⑤「Touch the billion」スタート（2010年～）

リーマンショックで落ち込んだ売上は 2010年以降再び上昇をはじめる。独自に CAM

システムを導入することを決めたサワダ精密は，そのためのシステムを 2台 2010年に

導入した。これまで同社のそれぞれ従業員によって培われた暗黙知の加工ノウハウをデ
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ータ化して CAM に入力する形式知化作業が行われた。すなわち，機械加工の内容やワ

ークする材質によって，工作機械で使うバイト，切込みの仕方，回転数，作業順序など

が異なるが，それを従業員 2人がかりで 1年半かけて入力し，大まかなシステムが組み

あがった。それを CAM に対応した MC につなげることで，夜間や土日に稼働できる

ようにしたのである。このシステムを完成させたことで，今後も国内で操業していける

という自信を強めた。

この時期にもう一つ始めたことがある。それは「匠」の採用である。技術を持った人

が定年により現場からどんどんいなくなっているが，これら技術者の持つノウハウを同

社で活用しようと考えたのである。同社で採用した匠は，大手企業の電気と機械の分野

の技術者だが，大手企業の第一線で実務をこなしてきたことから，中小企業のサワダ精

密の仕事の進め方に疑問を持ち，改善に向けた様々なアドバイスを行っている。これま

で，サワダ精密では 1人が客先と打ち合わせをすると，あとはその人が納期や価格交

渉，納品まで全て請け負う形になっており，会社全体で見るとそれぞれがばらばらに動

いていた。匠からは客先とのやりとりなど全ての情報をネット上に開示すること，進捗

状況，記録としての日報なども全て社員間で情報共有し，データベース化することで，

見積もり時の根拠になることの指摘を受けた。納期に関しても，これまでサワダ精密側

の事情で納期交渉をしており，顧客ニーズに沿っていなかったことや，完成した製品に

は手垢一つついていてもダメなこと，お客さんを迎えた時に不要なものが工場内に転が

っていないかなど，大手企業では当たり前のことができていなかったという。

このほか，同社は 2011年に ISO 9001を取得した。同社のこれまでの取り組みが国際

的な基準で評価されたのである。取得後も定期的に審査があるため，全従業員で勉強会

を開催し，継続的な品質向上に取り組んでいる。

現在の同社の取引先との価格決定は，競争相手との競合見積もりとなるが，同社のモ

ットーとしてお客さんが満足・納得できる最高の価格を提示するようにしている。お客

さんは様々な企業を見ており，会社の値踏みをしている。そこでサワダ精密では他社に

比べて特に抜きんでたものはないとしながらも，総合力で競争相手に勝っていこうとし

ている。たとえば，お客さんが来られた時の挨拶や，同社独自の
12

6 Sの徹底などであ

る。

ここで，サワダ精密の沿革を振り返ると，「営みの時代」とした創業期は分類上は狭

義の下請企業として位置づけられるが，そこでは“拾い仕事”が中心で特定の親企業を

持たない“浮動的下請”であったといえる。そこから N 社に口座を開設してもらい，

浮動的下請からの脱却を図ろうとするが，大した仕事は回ってこず実態としては依然浮
────────────
１２ 同社では 5 S ではなく 6 S（整理，整頓，清掃，清潔，躾，整列）を採用している。
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動的下請であった。続く「いばらの道」では三菱電機と口座を開設することができた

が，この時が専属ではないが継続的に特定の親企業と取引を行う下請企業になったとい

ってよい。三菱電機の口座開設は N 社の運転手に対して N 社から仕事が回してもらえ

ないことを愚痴ったことがきっかけであったが，その後の三菱電機への受注に向けた活

動や，口座開設に向けた営業努力は筆舌に尽くしがたいほどであった。

「経営スタイル確立への道」では，それまでの売上至上主義から利益を追求した経営

に舵を取るなど経営の中身を重視するようになったほか，銀行との取引においてはそれ

までの銀行から言われるがままの条件で取引していたのが，サワダ精密側が取引条件を

提示し，その条件を呑めない銀行とは取引しないことを迫るなど，銀行に対して exit

を突き付けており，「自立型下請企業」に転換したと言える。下請企業から自立型下請

に転換ができたのは，サワダ精密にこれまで親企業から機械加工だけを受注していたの

が，機械設計部門を開設して技術力を高いことをアピールするなど，企業力を高めたこ

とがある。

「成長軌道に乗れるか」の時代には，「取引相手にもメリットがないとビジネスとして

続かない，サステナブルにならない」とあるように，取引相手のメリットまで考えて行

動するのはまさに取引相手に対する voice であるといえ，「自律型下請企業」になった

といえ
13

る。また，後述するように，加工したものの販売先に対する価格決定権は「当社

の意向がある程度反映される」としており，100％の価格決定権ではないものの高い決

定権を有していることも同社が自立型下請企業，あるいは自律型下請企業であることを

示してい
14

る。同社の自立型下請企業から自律型下請企業への転換は，毎年，かなりの額

の経常利益を計上できるなど，企業経営に余裕が出てきたことが取引相手のことも考え

て行動できるようになったと考えられる。

2．サワダ精密の現状

株式会社となって 25期目を迎えた同社の現在は，機械加工部品，施策部品，試作モ

ールド部品，加工組立治具，専用機の設計・製作を主な業務としており，三菱電機や三

菱重工等の大手企業の 1次下請である。また，同社の規模を見ると，資本金は 4250万

円，直近の従業員は 42人（2012年 7月時点）となっている。2012年 11月調査時点で

の売上高伸び率は業界平均と比較して「同業他社とほとんど同じ」だが，最近の付加価

────────────
１３ このことは，同社の経営理念に「顧客の立場を念頭に我々の技術とサービスを積極的に提供し，顧客の

満足と会社の発展を図ります」にも示されている。また，同社の経営指針書の業務姿勢の中にも「常に
他人の利益も図る姿勢を作る」ことにも示されている。

１４ 先に，自立型下請企業であるか自律型下請企業であるかは，取引先に応じて使い分けをしていると表現
したが，同じ取引先であっても納入時期，納期，加工内容，担当者等によって異なる。同社の場合は，
自律型下請企業の側面を強くしていると考えられる。
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値（営業利益＋人件費＋減価償却費）の伸び率は年率換算で「5％以上増加」，経常利

益（営業利益－営業外費用）の伸び率は「1～3％未満増加」としている。また，加工

したものの販売先に対する価格決定権は「当社の意向がある程度反映される」としてい

る。以下では，代表取締役社長の澤田氏自身が記入したアンケート調査結果から，同社

の現状を見る（第 1表）。

アンケート結果からは日常的に研究開発を実施していることや，生産や品質を高める

ために最新鋭の設備を導入していることが注目される。一方で，わが国の機械金属関連

の中小企業では熟練技能者の存在を当該企業の「強み」として喧伝されることが多い

が，サワダ精密の場合は「必要だがいない」と回答している。澤田氏自身がいわゆる技

能者ではなかったこともあり，創業時には自らが操作できる MC 工作機を導入したが，

このことがその後も技能ではなく技術に頼るようになった背景として考えられる。それ

以降も，常に最先端の工作機械を導入し，取引先からの要求より少し上の品質を提供し

ながら加工を行ってきたが，最近になって同社が力を入れているのが CAM システムで

ある。

第 1表 サワダ精密の現状

Ⅰ．貴社の戦略的製品（主要製品）や加工の市場での位置どり（ポジショニング）や，外部環境に関して

1．貴社の戦略的に位置付けている製品や加工に関して，現在の競争相手の有無
1○．非常に多い 2．それほど多くない 3．ほとんどいない（ニッチな市場） 4．わからない

2．戦略的に位置付けている製品の市場や加工において，今後，他社が参入してくる可能性
1．非常に高い 2○．高い 3．それほど高くない 4．全くない 5．わからない

3．戦略的に位置付けている製品や加工が，今後，まったく別の製品や加工に代替される可能性（たとえば，時刻を知るのに必要だ
った腕時計は携帯電話にその機能を代替されました）

1．非常に高い 2○．高い 3．ほとんどない 4．全くない 5．わからない

4．戦略的に位置付けている製品や加工の主要原材料に関して，仕入先に対する現在の価格決定権
1．当社の意向で決定される 2．当社の意向がある程度反映される 3○．ほとんど決定権はない
4．全く決定権はない 5．その他（ ）

Ⅱ．貴社の強みとその源泉について
（技術開発関係に関して）

1．貴社では日常的に研究開発に……… 1○．取組んでいる 2．必要だが取組んでいない 3．当社では必要なし
研究開発に「取組んでいる」を選択された企業の方へ，
①売上増や利益増への貢献度…………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で研究開発をすることは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3○．どちらともいえない
③研究開発の内容は……………………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3○．どちらともいえない

2．貴社では技術者あるいは研究開発者が……………… 1○．いる 2．必要だがいない 3．当社では必要なし
技術者・研究開発者が「いる」と回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度……………………………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした技術者たちを保有することは……1．めずらしい 2○．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社の技術者・研究開発者の能力は…………………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3○．どちらともいえない

3．貴社では特許や実用新案を………………………1．保有している 2○．必要だが保有していない 3．当社では必要なし
特許や実用新案を「保有している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で特許や実用新案を保有することは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社の特許や実用新案の内容は…………………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない
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4．この 3年間に新製品開発のスピードを早める取組を…… 1○．実施した 2．必要だが実施していない 3．当社では必要なし
新製品開発のスピードを速める取組を「実施した」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度…………………………………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組をすることは……………………… 1○．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社のそうした取組内容は…………………………………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3○．どちらともいえない

5．貴社では上記のような技術開発を進めるため，会社として方針が…… 1○．定まっている 2．定まっていない

（製品デザインに関して）
6．貴社では製品のデザイン開発に…………1．力を入れている 2○．必要だができていない 3．当社では必要なし
製品のデザインに開発に「力を入れている」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組をすることは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③そのデザインは……………………………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない

7．貴社ではデザイン開発を進めるため，会社としての方針が……1．定まっている 2○．定まっていない

（製造に関して）
8．生産性や品質を高めるため，最新鋭の設備を…… 1○．導入した 2．必要だが導入できていない 3．必要なし
最新鋭の設備を「導入にした」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度…………………………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組をすることは………………1．めずらしい 2○．めずらしくない 3．どちらともいえない
③その取組内容は………………………………………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3○．どちらともいえない

9．貴社では独自の製造技術や加工技術を…… 1○．保有している 2．必要だが保有できていない 3．当社では必要なし
独自製造技術や加工技術を「保有している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度…………………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組をすることは………1．めずらしい 2．めずらしくない 3○．どちらともいえない
③その製造技術や加工技術は……1．真似されやすい 2．真似されにくい 3○．どちらともいえない

10．貴社では一括受注・ユニット加工の取組を……1．実現している 2○．必要だができていない 3．当社では関係なし
一括受注・ユニット加工の取組を「実現している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組をすることは……………1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③業界内で，一括受注・ユニット加工は…………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3．どちらともいえない

11．貴社では熟練技能者が……………………………1．いる 2○．必要だがいない 3．当社では必要なし
熟練技能者が「いる」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした技能者を保有することは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社の熟練技能者の有する能力は………………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3．どちらともいえない

12．貴社では高精度品・高難度品を……… 1○．作っている 2．必要だが作れていない 3．当社では関係なし
高精度品・高難度品を「作っている」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度……………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそれらを作ることは…………1．めずらしい 2．めずらしくない 3○．どちらともいえない
③貴社が作る高精度品・高難度品は……1．追随されやすい 2○．追随されにくい 3．どちらともいえない

13．国内外で安く作る仕組を構築することを…… 1○．実施している 2．必要だが構築できていない 3．当社では必要なし
安く作る仕組の構築を「実施している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度……………………1．すごく高い 2○．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でその仕組を作ることは …………… 1○．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③業界内で，その仕組は…………………………1．真似されやすい 2○．真似されにくい 3．どちらともいえない

14．貴社では短納期対応の生産システムの構築を……1．実施している 2○．必要だが構築できていない 3．当社では関係なし
短納期対応の生産システムの構築を「実施している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度…………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でその仕組を作ることは……………………1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社が構築した生産システムは……………………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない

15．貴社では品質改善を………………………… 1○．実施している 2．必要だができていない 3．当社では必要なし
品質改善を「実施している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度…………………1．すごく高い 2．高い 3○．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で品質改善に注力することは………1．めずらしい 2○．めずらしくない 3．どちらともいえない
③業界内で，貴社が採用した品質改善は……1．真似されやすい 2．真似されにくい 3○．どちらともいえない
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16．貴社では上記のような製造に関して，会社としての方針が…… 1○．定まっている 2．定まっていない

（マーケティング・流通に関して）
17．貴社では自社ブランドを…………………………1．保有している 2○．必要だが保有できていない 3．当社では関係なし
自社ブランドを「保有している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で自社ブランドを保有することは………1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社のような自社ブランドを保有する取組は…1．追随されやすい 2．追随されにくい 3．どちらともいえない

18．顧客ニーズを把握した商品企画提案能力を………1．保有している 2○．必要だが保有できていない 3．当社では関係なし
商品企画提案能力を「保有している」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度…………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で商品企画提案能力を保有することは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社のような商品企画提案能力は…………………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3．どちらともいえない

19．貴社では新市場開拓を………………… 1○．行っている 2．必要だができていない 3．当社では関係なし
新市場開拓を「行っている」に回答された企業の方へ，
①売上増や利益増への貢献度……………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4○．低い 5．全く低い
②貴業界で新市場開拓をすることは……1．めずらしい 2○．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社が行った新市場開拓は……………1．追随されやすい 2．追随されにくい 3○．どちらともいえない

20．短納期に対応できる流通システムを………1．構築している 2○．必要だが構築できていない 3．当社では関係なし
短納期対応の流通システムを「構築している」に回答された企業の方へ，
①売上増や利益増への貢献度…………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組を行うことは………1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社が構築したような流通システムは……1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない

21．貴社では新しい流通経路構築に…………1．取組んでいる 2○．必要だが取組んでいない 3．当社では関係なし
新しい流通経路の構築に「取組んでいる」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でそうした取組を行うことは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社の構築した流通チャネルは…………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない

22．貴社では上記のようなマーケティング・流通の取組に関して，会社としての方針が…1．定まっている 2○．定まっていない

（アフターサービスに関して）
23．貴社ではアフターサービスの取組を…………1．行っている 2○．必要だが行っていない 3．当社では関係なし
アフターサービスの取組を「行っている」に回答された企業の方へ，
①売上増や利益増への貢献度……………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界でアフターサービスをすることは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社のアフターサービスの内容は……………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない

24．貴社ではアフターサービスの取組に関して，会社としての方針が……1．定まっている 2○．定まっていない

（連携・ネットワーク，海外との取組に関して）
25．貴社では，新連携や農商工連携など連携事業の取組を…1．行っている 2○．必要だが行っていない 3．当社では関係なし
連携事業の取組を「行っている」に回答された企業へ
①売上増や利益増への貢献度…………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で連携事業の取組をすることは……1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社の連携事業の内容は……………………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない

26．貴社は同業者や関連業者が多数立地する地域に立地していますが，そのことと貴社の売上や利益との関係（貢献度）は
1．すごく高い 2○．高い 3．どちらともいえない 4．あまり関係ない 5．全く関係ない

27．貴社では海外企業と取引や海外に工場を持つなどの取組を…1．行っている 2○．必要だが行っていない 3．当社では関係なし
海外との取組を「行っている」に回答された企業の方へ
①売上増や利益増への貢献度……………………………………1．すごく高い 2．高い 3．ふつう 4．低い 5．全く低い
②貴業界で海外との取組をすることは…………………………1．めずらしい 2．めずらしくない 3．どちらともいえない
③貴社の海外との取組内容は……………………………………1．真似されやすい 2．真似されにくい 3．どちらともいえない
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工作機械業界も日進月歩で技術革新が進んでいるが，同社が導入した CAM システム

は CAD 機能も内包しており，加工データを入力すると，あとは CAM と連動した MC

が自動的に加工してくれるという代物である。この CAM を動かすためには，これまで

同社で蓄積した加工ノウハウをデータ化する必要があるが，同社では 1年半かけて入力

作業を行った。この形式知化されたデータが同社独自のノウハウが詰まった他社には真

似できないものでこれからの強みとな
15

り，当面，海外企業からも追いつかれることはな

いという。

同社はここしばらくは国内操業を中心に考えているが，一方で，今後のグローバル展

開も視野に入れ，2年前から 2名のベトナム人研修生を受け入れている。近い将来，サ

ワダ精密が海外展開するときに，ベトナムに戻った彼らと共同パートナーとなることを

期待してのことである。

このほか，同社の課題の一つに「短納期対応」があげられる。「Touch the Billion」の

項で見たように，同社の納期管理は現場の作業員が行っていた。現場の作業員一人一人

が取引先と納期管理や価格交渉ができるほどに能力が高かったともいえるが，一方で，

匠からの指摘があったように，これでは会社としての対応が取れていないことになる。

今後は，顧客とサワダ精密との組織対組織の対応が求められている。

Ⅳ サワダ精密のビジネスモデル分析

以下ではビジネスモデル分析と修正アクション・マトリクスを活用して，現在のサワ

ダ精密を見る。

ビジネスモデル分析には，アファーなどいくつかあるが，ここではモリスを用いる。

モリスのビジネスモデル分
16

析は，モリス自身の言葉を借りると，幅広い文献研究から導

き出された構成要素を採用していること，それら構成要素はビジネスモデルを考える際

の“基礎”（Foundation level）となる基本方針だが，実際に企業がビジネスにおいて持

続的な優位性を保つには，当該企業の“固有の戦略”（Proprietary level）を持つ必要が

あるこ
17

と，さらに，ビジネスモデルの基礎や固有の戦略がうまく機能するための“ルー

ル”（Rule）を提示しているなど，分析フレームであると同時により実践的なフレーム

を提供していることに特徴がある。モリスはビジネスモデルの構成要素として，6つの

要素をあげた。すなわち，①どのような価値を創造するのか ②誰に価値を創造するの
────────────
１５ 工作機械メーカーも機械の制御方法は伝授できるが，素材ごとの最適加工方法やサワダ精密が持つ独自

の加工ノウハウまでは持ち合わせていない。
１６ Morris et al［2005］。
１７ 基礎レベルのものが競争相手に模倣されやすいのに対し，固有の戦略は模倣されにくいことを指摘して

いる。
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か ③企業内部にある優位な競争資源は何か ④どのように競争的ポジションをとるの

か ⑤どのように金をもうけるのか ⑥企業家の望む成長タイプ（それぞれ具体的な中

身については，表を参照のこと）である。モリスはこの 6つの構成要素について，上述

した「基礎（基本方針）」「企業固有の戦略」「ルール（基準・規則）」の 3つの分析レベ

ルで見ている。

基礎（基本方針）レベルでは，基本的な意思決定をするため，どんなビジネスを行う

のか，あるいは行わないのかといった一般的な意思決定が行われる。そこでは，それら

意思決定において内的一貫性が保たれることに留意する必要がある。企業固有の戦略レ

ベルでは，当該企業のビジネスモデルが市場で競争優位を保有できるように，いくつか

の意思決定変数（構成要素）について，当該企業特有の組み合わせが行われる。ルール

（基準・規則）のレベルでは，基礎や企業固有の戦略で作られた意思決定を統治するた

めの原則について記している。

次に，アクション・マトリクスは W. C Kim and R. Mauborgne（2005）が『ブルー・

オーシャン戦略』のなかで示したツールである。具体的には次の 4つの質問（アクショ

ン）が用意されている。①業界常識として製品やサービスに備わっている要素のうち，

取り除くべきものは何か，②業界標準と比べて思いきり減らすべき要素は何か，③業界

標準と比べて大胆に増やすべき要素は何か，④業界でこれまで提供されていない，今後

付け加えるべき要素は何か，である。これら 4つの質問を用いて戦略を練ると，代替産

業からヒントを得ながら買い手に提供する価値内容を改め，これまでにない経験をもた

らすと同時に，コストを押し下げることができる，としている。

本稿ではこのアトラクション・マトリクスを参考に，企業の現況を知る上で特筆すべ

き点を明らかとするため修正アトラクション・マトリクスを用いる。すなわち，修正ア

クション・マトリクスでは当該企業の過去と何を大きく変化させたのかを明らかとし，

現状の様子を極立たせる。

まず，モリスのビジネスモデルからみよう（第 2表）。

構成要素 1は提供要素に関するものである。基礎レベル（基本方針）では，同社の経

営理念にもうたわれているように，顧客の立場に立った視点から顧客も気づかないよう

な価値を発見し，顧客が期待する以上の提案や製品を届けることがある。このため，企

業固有の戦略では，顧客満足を高めるために高品質な加工を行うが，このため研削，研

磨，放電，3 D, 5軸同時制御など加工ができる精密機械設備を保有している。特に，5

軸同時制御の加工マシーンは町工場レベルで保有しているところはそれほど多くないほ

か，単品モノの加工をあたかも量産モノのように加工できるよう，MC を複数台保有す

ることで，多品種小ロットの生産体制を敷いている。また，競争相手が嫌がる複雑，精

密，高級，面倒，緊急分野の加工を得手としている。ルールのレベル（基準・規則）で
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は，サワダブランドの追及による顧客満足の永続的獲得や，情報に耳を傾け技術を磨き

続けることをあげている。

構成要素 2は誰に価値を創造するかの市場要因であるが，基礎レベルでは三菱電機，

三菱重工の二大顧客のほか，口座を開設してもらっている大手企業が中心となってい

る。企業固有の戦略では，顧客に 120％の満足を得てもらうために一品入魂の加工とフ

ァンづくりがある。このためのルールとして，絶対的な品質の作りこみと，品質と信頼

の獲得に向けたサワダブランドの確立がある。

構成要素 3は，企業内部にある優位なケイパビリティ（競争資源）は何かを見る。基

礎レベルでは同社の強みである高い人材力，技術力，開発力や，4つの工場の総合力を

第 2表 モリスのビジネスモデル分析から見たサワダ精密

レベル
構成要素 基礎（基本方針） 企業固有の戦略 ルール（基準・規則）

構成要素 1
提供要素：どのよ
うな価値を創造す
るのか

・顧客の立場に立った
視点から顧客も気づ
かない価値を発見
し，期待以上の提案
や製品を届ける

・顧客満足を高める高品質な加工を提供するた
め，研削・研磨・放電・3 D・同時 5軸制御切
削などの加工ができる精密機械を保有
・競争相手が嫌がる複雑，精密，高級，面倒，緊
急分野の加工を得意とする
・多品種小ロットの生産体制

・サワダブランドの追及によ
る顧客満足の永続的獲得
・情報に耳を傾け，技術を磨
き続ける

構成要素 2
市場要因：誰に価
値を創造するのか

・二大顧客のほか，口
座を開設した大手企
業を中心とする顧客

・顧客に 120％の満足を得てもらうために一品入
魂の加工とファンづくり

・絶対的な品質の作りこみ
・品質と信頼の確立に向けた
サワダブランドの確立

構成要素 3
内部ケイパビリテ
ィ要因：企業内部
にある優位な競争
資源は何か

・高い人材力
・高い技術力と開発力
・4工場の総合力

・顧客のニーズに即答するため現場従業員による
お客様担当制度
・設計と工場の同居による技術力と開発力の発揮
・4工場のグループ生産体制確立による総合力
・セル生産方式を基本とするアメーバ―組織
・品質マネジメントシステム（QMS）を利用し
た日々の創造的カイゼン活動
・CAM と連動した MC の稼働による休日夜間の
無人稼働，段取り替え時間の短縮，朝一稼働
・工場内の全ての PC と工作機械が社内 LAN で
ネットワーク化
・大手企業退職者の“匠”や委員会活動による人
材教育・営業技術の向上

・QMS による品質のマニュ
アル化
・「不適合対策報告書」の発
行
・6 S 3 T の徹底
・グループ稼働率目標の設定
と成果の見える化

構成要素 4
競争戦略要因：ど
のような競争的ポ
ジショニングをと
っているのか

・他社が真似できない
ほどの高品質なもの
を提供することで差
別化

・顧客に期待以上の提案・製品・サービスの提供
・製品開発，商品知識，接遇，礼儀，センスなど
すべての資源の総動員

・総合力のアップ
・教育を通じた人材育成

構成要素 5
経済要因：どのよ
うに金を儲けるの
か

・売上は最大限に，経
費は最小限に
・適正価格で販売

・サワダのファンになってもらい，顧客満足とと
もにより高く買ってもらう
・設計部門の強化
・5軸の MC のフル稼働，休日・夜間の MC 無
人稼働

・主要顧客の維持拡大
・生産性の向上
・9つのムダの排除

構成要素 6
個人的・投資家的
要因：企業家の望
む成長タイプ

・売上拡大
・CSR の重視，地域
社会の発展に貢献

・顧客満足の永続的獲得
・サワダブランドの追及
・社内を常に変化させ明日への投資を怠らない

・顧客満足の永続的獲得（＝
サワダ精密の永続）
・双方が納得できる最高の価
格設定（いたずらに価格競
争はしない）

資料：筆者作成。
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発揮することがある。企業固有の戦略では，顧客のニーズに迅速に対応するために，現

場従業員によるお客様担当制度を設けている。また，設計と工場が同居していること

で，使用する立場で「精度，耐久性，コスト」のことを考え顧客の創造を超える装置や

治具の提案を行うこと，4工場のグループ生産体制確立による総合力を発揮することが

ある。また，セル生産方式を基本としながらも必要に応じてグループ化して生産するア

メーバー組織を採用している。このほか，品質マネジメントシステム（QMS）を利用

した日々の創造的カイゼン活動や，CAM と連動した MC により休日夜間の無人稼働，

段取り替え時間の短縮，設備機械の“朝一稼働”を行っている。さらに，工場内の全て

の PC と工作機械が社内 LAN でネットワーク化しており，加工状況や納入予定日など

の情報が共有されている。このほか，大手企業退職者を“匠”として採用し，人材教育

や営業技術の向上を図っている。ルールのレベルでは，QMS による「品質のマニュア

ル化」を行うことや，顧客からのお叱りやクレームの全てに対して「不適合対策報告

書」の発行を行い再発防止につなげることがある。また，6 S（整理・整頓・清掃・躾

・整列）3 T（定位置・定品・定
18

量）を徹底することのほか，製造部では機械特性や業

務内容によってグループ生産体制を敷いており，そのグループ稼働率目標を設定してい

ることがある。このグループ稼働率目標に対しては，同社で「Ca 表」と呼ぶシートを

作成することで成果の見える化を行っている。

構成要素 4は，どのような競争的ポジションをとっているのかを見る。基礎レベルで

は，他社が真似できないほどの高品質なものを提供することで差別化を図るとしてい

る。企業固有の戦略では，顧客に期待以上の提案・製品・サービスを提供することとし

ており，そのために製品開発，商品知識，接遇，礼儀，センスなど同社の持つ経営資源

を総動員してあたることがある。このためのルールとして，4工場をはじめとした同社

全体の総合力のアップや，役員，リーダー，現場従業員などへの教育による人材育成を

行っている。

構成要素 5は，どのように金を儲けるかを見る。基礎レベルでは，売上は最大限に経

費は最小限を掲げるほか，安売りはせず適正価格で販売することを基本方針としてい

る。企業固有の戦略では，一品入魂のモノを作りで顧客満足を高めることでサワダのフ

ァンになってもらい，それを通じてより高く買ってもらうことや，モノづくりの元とな

る設計部門を強化することがある。また，5軸同時制御ができる MC をフル稼働させる

ことや，休日・夜間の無人稼働を実施することがある。ルールのレベルでは，主要顧客
────────────
１８ サワダ精密の 6 S・・・整理：不必要なものを取り除き，無駄を無くすこと，整頓：順序良く並べ，使

い勝手を良くすること，清掃：汚れをきっぱり取り除くこと，清潔：風紀面も含め，汚れがなくきれい
なこと，躾：ルールや決まり事を必ず守ること，整列：水平・垂直・直角に並べ，列を作ること。

3 T・・・定位置：モノを置く位置を決めること，定品：置く品物を決めて表示すること，定量：モ
ノの置く量を決めて表示すること。
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の維持拡大を図ることや，MC を活用した生産性の向上のほか，作り替えのムダ・作り

過ぎのムダ・運搬のムダ・在庫のムダ・動作のムダ・手持ちのムダ・産業廃棄のムダ・

探すムダ・故障のムダを排除することがある。

構成要素 6は，企業家の望む成長タイプである。基礎レベルでは，売上拡大により年

商 10億円という売上目標がある。また，企業は地域社会に支えられて存立しているこ

とから，CSR や地域社会の発展に貢献することで社会との調和を図ることをあげてい

る。企業固有の戦略では，顧客満足を永続的に獲得することとそれに向けたサワダブラ

ンドの追及がある。また，そのために社内を常に変化させ明日への投資を怠らないこと

がある。ルールのレベルでは，顧客満足の永続的獲得をあげており，これができればサ

ワダ精密も永続が可能であるとしている。また，いたずらに価格競争はせず，サワダ精

密と顧客の双方が納得できる最高の価格を設定するとしている。

次に，サワダ精密の修正アクション・マトリクスを見る（第 3表）。ここでの修正ア

クション・マトリクスは，同社が自律的下請企業となった 2005年～09年までの特徴的

な変化と“匠”に象徴される直近の変化を描写する。

まず，「取り除く」では，これだけグローバル化が進展している現在においても，人

件費が安い海外でつくるだけのために海外進出するという願望を取り除いている。もち

ろん，将来的に海外進出することも視野に入れ，ベトナムからの研修生を受け入れるな

どの布石は打っているが，同社は当面は国内生産を軸に展開することを考えている。

「増やす」では，この間，三菱電機や三菱重工をはじめとした大手メーカーとの直接

取引や新規取引先を増やしてきている。これら大手メーカーも海外展開を積極的に行っ

ているが，一方で，試作品や量産試作などは国内に残すとの読みもあり，これに対応す

るため，5軸同時制御の CAM など新型設備に重点的に投資を行ってきた。

「減らす」では，これまで全ての現場従業員が担当する MC 工作機械のプログラムを

第 3表 サワダ精密の修正アクション・マトリクス

取り除く
・人件費が安い海外でつくるだ
けの海外進出願望

増やす
・三菱電機，三菱重工をはじめとした大手メーカーとの直接取引と新規
取引先の開拓

・5軸同時制御切削の機械，CAM 等新型設備の重点投資

減らす
・MC 操作に携わる人全員がプ
ログラムを書けるというこれ
までの同社の強み

付け加える
・大手メーカーの定年退職者を“匠”として採用し，ノウハウの獲得
・一般切削加工から精密部品の加工製造と設計部門（エンジニアリング
部門）の新設

・CAM の導入により，パートでも操作可能なものづくり
・CAM と MC の連携による休日夜間の無人操業

資料：筆者作成。
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書けることが同社の強みであったが，CAD 機能を併せ持った CAM を導入したことで，

そこにプログラムを入力すれば，昼夜，土日祝日を問わず加工できるようなシステムを

作り上げた。これにより，グローバル化がさらに深化しても国内で操業できることにつ

ながっている。

「付け加える」では，大手メーカーで技術者として働いてきた人で定年で退職した人

を“匠”として採用した。これにより，サワダ精密が組織として対応できていなかった

弱い部分の指導をしてもらったり，人材教育なども行ってもらっている。また，5軸同

時制御の切削機械や CAM 等の新型設備を導入したことで，精密部品の加工が効率的に

できるようになったほか，MC と CAM を連動させることで，パートでも対応できるよ

うになったこと，休日夜間も無人操業ができるようなシステムを組んだことがある。ま

た，この間に設計部門を新設したことで，加工賃に加え設計料も売上に計上し利益の創

出につなげている。

Ⅴ お わ り に

以上，本稿では下請企業から自立型下請企業，自律型下請企業へと発展する様子をサ

ワダ精密を例に取り上げ，その沿革を見ながら exit-voice 理論，ビジネスモデル分析を

用いた実証分析を行った。ここからのインプリケーションは以下のようである。

同社は機械金属関連企業からのスピンアウトで始まったが，起業当時は浮動的下請で

あった。浮動的下請から特定企業の下請企業の地位を確立できたのは，その当時として

は最新の MC を導入したことによる高い技術力を背景に，社長自らの相当な営業努力

があったからにほかならない。次に，下請企業から自立型下請企業になるときは，ある

程度の売上が恒常的に確保できるようになったことが大きい。恒常的に一定レベルの売

上を上げることで，取引銀行との間に信頼関係が形成され，融資態度がそれまでと大き

く変わったのである。ここに至るまでには，取引相手は発注しようとする企業の設備保

有状況で発注するか否かの判断をするという同社なりの読みがあり，急ピッチで設備投

資を行ったことがある。特に同社の場合，社長が技能者でなかったこともあり，最新の

設備を導入することで高い品質を得ようとした。このため，一定水準の設備を保有する

までかなり背伸びをした設備投資を続け
19

た。ある程度の設備を保有するまでは，売上が
────────────
１９ 中小企業は大企業と比べ経営資源が不足しがちであるが，経営資源の不足は「営業力不足」を引き起こ

し，それがまた「ブランド力の弱さ」や「販路開拓難」を引き起こす。経営資源の不足は新製品など
「開発力不足」の問題を引き起こすが，それらは「売上低迷」という問題につながる。売上が低迷する
と新規の「採用」が困難となるほか，そのような企業では後継者と目される人物がいても後を継がな
い，継がせたくないといった状況が発生し，「後継者問題」が発生する。また，新たな設備投資をしよ
うとする意欲が失せ「再投資不足」問題が発生する。これらは「経営資源不足」問題を引き起こすこと
になり，ここに中小企業の経営資源の不足による「悪魔のサイクル」が発生することになる。 �
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上がっていても設備投資に資金を回すため，利益がほとんど出ていない状況が続いたの

である。設備投資に終わりはないが，基本的な設備投資が一巡したときにかなりの経常

利益が継続的に確保されるようになり，そのことが銀行の融資態度を大きく変えること

につながった。また，経常利益を恒常的に確保できるようになったことで経営にゆとり

ができ，これが相手のことも慮って行動する自律型下請企業への展開につながった。

同社のケースから，いかに恒常的に一定水準の売上や経常利益を確保できるかが自立

型下請企業や自律型下請企業になるポイントであったことがわかる。多くの他の下請企

業と比較すると，たとえば親企業との取引が開始されたときに一般的な下請企業の場

合，それに安住してしまうことが多いが，同社の場合は次々と大企業に口座を開設して

もらっている。この新規の取引先を開拓しようとする努力は並大抵ではない。常に社長

は現状に対して危機意識を持っており，それを解決するための課題設定と実現に向けた

取り組みを行っているところが同社を自律型下請企業に発展させた原動力となってい

た。創業社長の強い向上心が，現在の自律型下請企業に発展させたのである。
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